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国際観光旅客税を財源とした登録DMOに対する
安定的な財政支援等について

人口減少・少子高齢化に直面する我が国の最重要課題である「地方創生」において、観光は旺盛なインバウンド需要の取り込みなどにより交流人口の拡大や地域を活性化させる原動力となる。そのような観光による地方創生の実現を図るため、国内外からの観光客の地方への流れを戦略的に創出し、その効果を全国津々浦々に行き渡らせ、地域の「稼ぐ力」を引き出す、明確なコンセプトを持った観光地域づくりに取り組むことが重要である。このことについて、各地域において、これまでも受入環境の整備等に取り組んできたところであるが、国においては、諸外国で取り組まれている科学的アプローチによる観光地域づくりの仕組みとして、日本版DMO候補法人登録制度を平成27年11月に創設され、令和８年４月１日現在、全国で352件（登録DMO328 件、候補DMO24件）のDMOが設立されている。
今後、登録DMOが観光地域づくりの主たる担い手となり、各地域でのインバウンド対策等の推進により、新たな観光・集客サービスの創出による観光消費額の増大等、より一層の経済循環の拡大を促進することが重要となる一方で、登録DMOが行う取組は短期間では成果が見えにくく、自律的・継続的な活動を担保するためには、安定的・長期的な運営に要する自主財源の確保が必須となる。また、地方公共団体でも受入環境の整備等の観光地域づくりに継続的に取り組んでいく必要がある。
このような状況の下、平成31年１月に、国において、観光先進国の実現に向けた観光基盤の拡充・強化を図るための恒久的な財源を確保するため国際観光旅客税が創設され、令和８年７月１日から3,000円に引き上げられたところである。
以上を踏まえ、観光による地方創生の実現を図るため、登録DMOに対する安定的な財政支援等について、次のとおり提言する。

〇　今般、広域連携DMOが策定する広域連携観光戦略に基づく取組への支
援が開始されたが、国際観光旅客税については、DMOの機能強化への取組
を含め、地方が観光振興施策を地域の実情に応じて講じることができる
よう、税収の一定割合を交付金等により地方に配分すること。
特に、「外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興
に関する法律」に規定する「外客来訪促進計画」に基づいて実施する事
業については、優先的に財政支援を行うこと。
さらに、持続可能な観光の実現に向けた受入環境の整備に国際観光旅
客税を含め十分な財源を確保すること。また、積極的な国際観光（イン
バウンド観光）の需要喚起に取り組み、誘客促進を図ることで、国際観
光旅客税の財源を確保すること。
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